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Ⅵ 『もしドラ』 を図書館経営に応用するならば (家禰淳一)






たがる共同研究の成果の一部をなすものです｡ わたし (山本順一 (経営学部)) を名目的な
代表として, 学内から会計をも担当していただいた藤間真 (経済学部), そして井上敏 (経
営学部), 竹中暉雄 (経営学部), 辻洋一郎 (経済学部), 本間栄男 (社会学部), 志保田務
(名誉教授) の各先生方, 学外の研究者として川千加, 小松泰信 (ともに大阪女学院大学)
のお二人の先生, 図書館現場から日置将之 (当時は国立国会図書館関西館, 現在は大阪府立







大学教育学部) です｡ 初年度の成果はすでにこの紀要のバックナンバーに ｢現在の図書館情
報学教育に対する要請について考える｣1) と題して公表しています｡ この２本目の論稿につ





















館ではなかった｡ 多くの人が震災に関する様々な ｢情報｣ を求めるなか, Googleや Yahoo!
Japan, Niftyなどの企業が震災後数日で震災関連サイトを整備し, 情報収集と発信の拠点と
なった｡ そこには図書館はまったくと言って良いほど出ては来ない｡ 一方で, チェーンメー
ルや風評被害, 原発を取り巻く情報統制などメディア・リテラシーに関わる問題が表出した｡
日本のリテラシー教育は十分に浸透していないし, その脆弱性が露呈したとも言える｡
｢情報｣ という形のないものは, 多様なメディアによって発信されている｡ そのため情報
を使うための知識や技術もメディアに応じて変える必要がある｡ 図書館は常にそうしたメディ
アの変化, 情報化の最前線にいなければならない｡ より正確で多様な情報を収集, 提供する
ことによって, 知る権利を保障し, 人々がより良い生活を送るためにその活用を支援する社
会的基盤として, 考えられているからである｡ しかし, それはいまだ実現されてはいない｡










においても役立つ｡ 米国大学・研究図書館協会 (ACRL) が2000年に示した 『高等教育のた
めの情報リテラシー能力基準』 (Information literacy competency standards for higher educa-





2) Ⅲ. 情報リテラシー教育の諸課題. In 川千加, 小松泰信＆辻 洋一郎他. (2010. 6. 30) 現在の




基準４ 個人としてもグループの一員としても, 特定の目的を達成するために, 情報
を効果的に利用する｡
基準５ 情報利用をめぐる経済的, 法律的, 社会的な多くの問題を理解し, 倫理的,










の質を高める必要がある｡ せめて頼るところが Yahoo!知恵袋と Wikipediaやツイッターだ
けの情報行動から脱して欲しい｡
現在の司書課程は公立図書館の司書資格として内容が構成されているが, 現実にこの司書







3) 公立図書館では図書館未来構想研究会による ｢これからの図書館像｣ (2006年) 等で, ビジネス支
援をはじめ課題解決や地域の情報拠点となる図書館が強調され, 第二線図書館 (主として市町村立図
書館をバックアップすべき都道府県立図書館を指す) を中心として情報サービスの充実が図られてき
ている｡ 学校では臨時教育審議会第二次答申 (1986年) 以降, 中央教育審議会第一次答申 ｢21世紀を
展望した我が国の教育の在り方について｣ (1996年), 文部科学省の 『情報教育の実践と学校の情報化：
新 ｢情報教育に関する手引｣』 (2002年) などで, ｢情報活用能力｣ の育成と学校図書館の活用が盛り
込まれている｡ また, 大学図書館では ｢大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について
(建議)｣ (1996年) で ｢情報リテラシー教育への支援｣ が触れられて以降, 様々な答申で大学図書館
のリテラシー教育への参加について述べられてきた｡ また, ｢大学図書館の整備について (審議のま
とめ)：変革する大学にあって求められる大学図書館像｣ (2010年12月) では, ＜大学図書館職員の新




活用も含まれ, 学生は半期で6000字程度の小論文を提出する｡ そのためには, 図書資料, 雑
誌記事, 新聞, インターネット上の情報など多様な資料を使うことを求めている｡ また, 新
聞, 論述文の批判的読みや要約文の作成などの時間が設定されている｡ 情報リテラシー科目
として行われるコンピュータ・リテラシーは, 別の独立した科目 (デジタル・ネットワーク










一方, 情報リテラシー科目は, 各段階においての課題にコメントを随時返す等, 個別指導
による教員の負担が大きいとされる｡ しかし, この場合でも, 全学的に取り組むことができ




























































えを表現する方法は話すだけでなく, 書く, 読むことによっても養成される｡ 司書課程学生
は本好きが多いと言われるが, 書くのは苦手という学生も少なくない｡ しかし, プレゼンテー
ションや交渉には文書での提出も必要になる｡ また, デジタル・レファレンスなども増える















・野末俊比古. (2001, 12. 20). 米国における利用者教育の方向：大学・学校図書館の基準を中心に.
『カレントアウェアネス』, (268) Trend Review (3). Retrieved May 8, 2011, from http : //www.dap.ndl.




2008 (平成20) 年の図書法改正にともなって, 本研究では大学の個性に見合う新しい図書
館情報学教育方法のあり方を検討してきた｡ その第1回研究会の冒頭で, 高等教育の大きな
流れとして, 同じく2008年に中央教育審議会が提出した答申 ｢学士課程教育の構築に向けて｣
に述べられた問題意識に注目して検討をはじめることになった (川崎ほか, 2010, p. 112)｡
その問題意識とは, ｢学位授与の方針｣ (ディプロマ・ポリシー), ｢教育課程編成・実施の方
針｣ (カリキュラム・ポリシー) ｢入学者受入の方針｣ (アドミッション・ポリシー) を明確
化した上で, 学生にとって ｢何ができるようになったか｣ を問おうという視点である (中央
教育審議会, 2008, pp. 837)｡ 今後の高等教育では, この視点に基づいて, シラバスの記
述から授業内での評価測定まで一貫した対応が求められる｡
研究会では, 各分野から図書館情報学教育に期待する今後の図書館員が備える能力として,







成課程におけるアウトカムを導き出すために, LMS (学習管理システム：Learning Manage-
ment System以下 ‘LMS’ と表記) を使った評価測定と可視化を試みる｡
２. コンピテンシーリストの活用
履修者のアウトカムを測定するために, トータルな人材像にもとづいた何らかのコンピテ





















一般的コンピテンシーとは ｢大学図書館職員だけに限られた能力ではないが, 効率的, 効果
的な業務の遂行, 組織の一員として利用者に対し積極的なサービスを提供するために必要な





























評価は, 当該コンピテンシーが, ５：卓越している ４：十分
習得している ３：人並みである ２：習得の必要を認識してい



































各科目の学習項目を, 学習目標に沿って設計する｡ この設計に際しては, 履修者の全コン
ピテンシーを理解した上で当該科目の特定のコンピテンシーをどの時点でどのような方法で
獲得するかを常に意識して構築する｡ こうして作成された学習項目に各コースで使用可能な



























・中央教育審議会. (2008.12). 学士課程教育の構築に向けて：(答申). 東京. 中央教育審議会.




















A1. ビジョン 大学の目標を達成するために, 図書館がどの
ような役割を果たすべきか, 大学のビジョン
に対応した長期及び短期計画を策定する｡






A4. 情報戦略 学術情報基盤の整備に関連して, 大学の要請
に応え大学の情報戦略課題について積極的に
関与する｡























Ｂ1. 蔵書構築 大学における多様な情報資源について, 作成




























































Ｄ1. システム開発 最新の情報通信技術を活用して, 利用者サー
ビスや情報アクセス, 業務処理の改善及び新
たな情報サービスの開発を行う｡
Ｄ2. 情報利用環境 インターネット, データベース, メタデータ,
情報検索等に関する専門知識に基づき, 情報
利用と情報アクセスの改善を図る｡
Ｄ3. 国際標準 情報システムの構築にあたっては, 国際標準
に基づくシステムを構築する｡




Ｅ. コミュニケーション Ｅ1. 意志の疎通 図書館内外の人たちと効果的に意志の疎通を図る｡
Ｅ2. 情報伝達 利用者や大学役員に対し, 口頭あるいは文書により専門的
なことを平易にわかりやすく表現する｡




Ｆ3. 教員等との連携 教員, 研究者等と連携して, 学生の学習及び情報りリテラ
シー教育を支援する｡
Ｆ4. 専門職集団 国及び地域における図書館関連活動に積極的に参加し, 専
門的知識・スキルの向上及び共有を図る｡
Ｇ. 問題解決 Ｇ1. 情報関連課題 専門的な知識やスキルを活用し, 多様な情報関連課題を解
決することを示す｡
Ｇ2. チャレンジ 新しいサービス等の実施にあたって, リスク, 実験, 失敗
を厭わない熱意と勇気を見せる｡
Ｈ. 継続学習 Ｈ1. キャリア形成 継続的学習や個人的成長等, 自らのキャリア形成に取り組
む｡
Ｉ. 柔軟性・積極性 Ｉ1. 柔軟性 利用者等の情報ニーズの変化に対応するときは, 喜んで新
たな責務を引き受ける｡
Ｉ2. 積極性 積極的な態度・意欲を維持する｡








ている｡ たとえば, ある調査では, 教員の56％が学生の基礎学力不足を指摘しており, 37％
が同じく学習意欲の欠如を指摘している (私立大学情報教育協会：以下 ｢私情協｣ と略す,
2008)｡ また, 2004年に全国400以上の大学教員を対象に実施された調査では, ｢学生の学力
低下が, やや問題になっている｣ が約53％, ｢授業が成り立たないほど, 学力低下が深刻に
なっている｣ が約８％と, 概ね半数以上の教員が学力低下を実感しているという結果が報告
されている (柳井, 2006；石井他, 2007)｡ 筆者達が, 所属する中堅大学を対象に2009年度
に行なった教員向け調査でも, ５年前と比較して意識・姿勢とともに学力の低下が指摘され




Ｊ2. 課題解決方策 組織の強み, 弱点, 課題等を十分に理解し, 効果的な活用,
改善, 解決のための戦略を策定する｡
Ｊ3. 成果達成 条件の変化に対応して, 戦略を修正・変更し, 成功に結び
つける｡
Ｋ. 創造性・革新性 Ｋ1. イノベーション 図書館界内外の新しい動向をモニタし, 新たな改革の機会
を開拓する｡
Ｌ. 視野の広さ Ｌ1. 状況判断 大学運営に如何にすれば図書館が貢献できるか考える｡
Ｌ2. 優先順位 事柄の重要性に従って適切な優先順位を与える｡
M. 表現力・交渉力 M1. プレゼンテーション 利用者の理解度や見方を理解し, 明確で, 簡潔なプレゼン
テーションを行う｡
M2. 交渉力 優れた交渉術を示す｡ 関係者すべてにとって最も有利な契
約条件を獲得する能力を示す｡
Ｎ. 公平性 Ｎ1. 相互恒頼・相互尊重 部下, 同僚, 利用者等に, 誠実, 尊敬及び公正性をもって
接する｡
Ｎ2. 機密保護 利用者の機密及び組織のセキュリティを保護し, 重視する｡
Ｏ. チームワーク Ｏ1. チームプレイ チームの一員として他のメンバーと協力して働く｡
Ｏ2. リーダシップ 協力と指導と支持のパランスを認識し, リーダシップと協
力のスキルを向上させる｡


















1.教わった 2.教わっていない 3.自分で覚えた 合 計
① 小学校の時 27 7 5 39
② 中学校の時 12 20 7 39
③ 高校の時 13 20 6 39
6) ただし, 39名中７名が ｢教わっていない｣, そして５名が ｢自分で覚えた｣ と回答している｡ 基本
的には小学校の間に国語で図書室の利用や役割の授業が行なわれているはずなので, 学んだこと自体
を忘れてしまっているのかもしれない｡
7) ｢①小学校の時｣ では, １名回答が記載されていなかったため, 38名になっている｡
8) ｢③高校の時｣ では, １名は ｢大学受験時に利用｣ としていたため, 合計数から除外した｡
表 21 学校図書館 (図書室) の利用頻度
1.年数回以下 2.月１回以上 3.週１回程度 4.それ以上 合 計
① 小学校の時 15 11 10 2 39
② 中学校の時 24 12 2 1 39
③ 高校の時 25 10 2 2 39
表 22 公立図書館の利用頻度8)
1.年数回以下 2.月１回以上 3.週１回程度 4.それ以上 合 計
① 小学校の時 30 4 3 1 38
② 中学校の時 34 4 1 0 39
③ 高校の時 29 6 1 2 38





高校まで, 学校の図書館 (図書室) や公立図書館をどのように使ってきたか, についての
回答を表３にまとめた (２つまでの複数回答可)｡
基本的には, 本の利用が大部分であるが, 学校図書館では ｢他に居場所がない｣ 状況だっ
たからという学生や, 公立図書館では ｢暇つぶしをするための場所｣ とした学生もみられた｡
(４) 大学図書館の使い方
本学での図書館利用についての回答を表４にまとめた｡ アンケート実施時期が７月下旬で
入学後, 初めての期末試験直前の時期であったこともあって, ｢調べ物をするする所｣ ｢勉強
する所｣ が多く, ｢レポート資料の収集｣ という自由記述もみられたが, 総じて高校までの





























































の要望も多いが, ｢同好の人がたまれるように｣ に９名の要望があったように, 通常の機能
とはかけはなれた要望もみられた｡
(７) まとめ
アンケート結果から考えると, 中堅大学１年次生の多くは, 図書館を ｢本を借りる｣ ｢本
を読む｣ 等の本来の図書館の機能通りに利用している｡ また, ｢調べものをする｣ ｢勉強をす
る｣ ところで学校図書館以外にも公立図書館を使い分けていることが判る｡ 一方で, 少数で































身に付いていない, ということである｡ その原因として, そもそも教わってこなかったこと
が大きいと考えられる｡
常識的には, 初年次生に相応しい能力と姿勢・意欲を備えていることが前提であるが, 実





ると読み取れる｡ こうした傾向は, 概ね全国的な傾向であり, 特殊なものではないといえよ
う｡
(２) 図書館の役割の変化と ｢居場所｣
もちろん, 図書館の存在意義は, 情報を収集し, 広く利用者に提供することにある｡ ただ,
昨今の社会情勢が変化し, また利用者の目的が変化する中で図書館の存在意義も多様化して
いると思われる｡ 利用者をいざなう工夫が必要になり, また情報提供以外の機能も求められ




ていることである｡ たとえば, 公立図書館のひとつ, 滋賀県東近江市立能登川図書館では,
才津原前館長が図書館内に ｢ひとりひとりの居場所｣ を作ることに注力したという (論楽社
ホットニュース, 2006)｡
｢たたずんでいるおばちゃん｡ 失業したおっちゃん｡ 離婚を考えて悩んでいるおばちゃ
ん｡ それぞれの人の居場所を確保する｡ ぶらりといつでも立ち寄ることができる ｢居場
所｣ がちゃんとあれば, もう一度 ｢起業してみよう｣ ｢新しい家族像をつくろう｣ と自
らが立てた願いをもう一度つかみ直すことができる｡ (中略) 能登川図書館って, そん
な香りがするんだ｣
そのために, 書架の間にイスを設置し ｢死角が多く, 目が届かない所が多いように設計さ




利用者を受け止め ｢居場所｣ を与え, そこから自ら欲する未来に関する情報へと導くための
工夫, という点でユニークである｡
学校図書館における ｢居場所作り｣
池田市立池田中学校では, テスト前の土日の朝, ｢図書室が自習室に変わる｣ という｡ い
わゆる ｢自習の会｣ に図書室が利用されているのだ (朝日新聞, 2011)｡
｢Shall we study?｣ と名付けられたこの時間, 生徒たちは ｢シャル・ウイー｣ と呼び,






｢池田中には, 大学生が朝から空き部屋に詰めている ｢まな部屋｣ があり, 地域の人が
手伝う土曜授業がある｡ たまたま近くにいる人が, その日の先生｡｣
学校を, 単なる教室で教師の授業を通すだけのタテ関係の場所という位置づけから, 図書
室という場を介して教師や大学生, 地域の人たちという ｢ナナメの関係｣ を維持することに
よって ｢友達同士で教えあう｣ という ｢ヨコ関係も育てる｣ のだという｡
この試みは全国で数多く行なわれており, 特段, 学校図書室に限る話ではない9) が, 関係
性を構築するための, 居場所としての図書館のあり方を示唆するものであろう｡
青少年の居場所としての図書館
2009年７月27日に行なわれた座談会 ｢青少年の居場所としての図書館｣ (LISN, 2009) で
は, 図書館が中学生・高校生の居場所になる可能性について議論され, その中で新谷は ｢公
共性への接続｣ を議論している｡









校の試みも, ｢場｣ としての図書館から, 自己を次の公共へと能動的に接続し, そのために
必要な知や方法を獲得してゆく, というプロセスであると考えることができよう｡
(３) 学生にとって大学図書館が存在意義を維持するために













本稿では, 中堅大学の初年次生への意識調査をもとに, 中堅大学生は図書館を ｢居場所｣
ととらえる傾向があることを指摘し, さらに ｢居場所｣ に関する議論を行なってきた｡ ｢公
共への接続｣ という概念は, 目新しい概念ではないかもしれない｡ しかし, 今まで図書館を
巡る議論には, 表面的にはあまりこの視点が活発に議論されてこなかったように思われる｡
特に, 学力低下が喧伝され, かつ社会との紐帯が弱くなったといわれる大学生が, ホームグ
ラウンドとしての大学で, 図書館を起点として自己確立し, 外部に向かって発展して行く可
能性を議論するためには有力な概念かもしれない｡
また, 学生とシニアの共通点は, 自由と時間を持っているところにある, という指摘があ
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Ⅳ 授業実践：｢図書館特論｣
藤間 真 (本学経済学部)
本章では, 本研究プロジェクト２年目に報告者 (藤間) が担当した講義への１年目に得ら
れた知見の適用実践について報告する｡
まず, 科目の位置づけについて述べる｡ 今回報告するのは, 2010年度秋学期に藤間が担当
した ｢図書館特論｣ で行った実践についてである｡ この科目は, 図書館法施行規則でいう乙
群科目 ｢図書館特論｣ に対応する科目であり, 従前の桃山学院大学の司書課程カリキュラム
においては, 担当チーフが学生に聞かせるにふさわしい学内外の講師を招聘して各回毎に講
義をしてもらう, いわゆるリレー講義形式で開講されて来た｡ しかし, 次期カリキュラムに
















 上記を達成するため, 2008年度 Library of the Yearを受賞した大阪市立図書館から副
館長を招聘して, 受賞に至った内実を紹介してもらった｡
 上記を達成するため, 大阪市立図書館で行われていた ｢データベース祭り｣ に参加
し, 参加レポートを書いた者には平常点を加算することをアナウンスし, 参加を促した｡
 上記を達成するため, 本学図書館司書を招聘し, 装備等実際に現場で行われている作
業について実体験する機会を用意した｡
 上記を達成するため, 本学法学部所属の行政法を担当されている天本哲史准教授を招





 上記を達成するため, エル・ライブラリーの特別展示 ｢三池争議から50年｣ に参加
し, 参加レポートを書いた者には平常点を加算することをアナウンスし参加を促した｡
 上記	を達成するため, 岡崎市立中央図書館 Librahack事件について積極的に発言さ
れている図書館問題研究会の新出 (あたらし・いずる) 氏を招聘し, 事件の概要について
話をしていただいた｡
以下で, 毎回学生が提出したリフレクションシートに基づき, 教育効果について述べる｡






































先述したように, 藤間は, 新課程において, 社会文化学の基礎を文科系大学の教養科目と
して講義する科目に改変した ｢図書館特論｣ を担当予定であるので, 上記知見を盛り込んだ
講義計画を策定中である｡


























いた｡ この発表では, 筆者 (以下この章の‘筆者’は日置) が勤務してきた市立図書館, 府
立図書館, 国立国会図書館での経験をもとに, 公共図書館員に必要と考えられる知識や技能







11) 川千加, 小松泰信ほか ｢現在の図書館情報学教育に対する要請について考える｣ 『桃山学院大学





































たことは, 自らの図書館における勤務経験について見つめ直すよい機会となった｡ また, 様々
な大学での取り組みや学芸員課程の実情など, 普段は耳にすることのないお話をうかがうこ







家禰 淳一 (堺市立図書館, 大阪市立大学大学院創造都市研究科)
まえおき
筆者は, P. F. ドラッカー (Peter Ferdinand Drucker；以下, ドラッカー)12) の非営利組織
のマネジメント理論を図書館経営に導入したいと考えた｡ 動機は, 岩崎夏海著 『もし高校野
球の女子マネージャーがドラッカーの 『マネジメント』 を読んだら』 (通称 『もしドラ』)13)
に触発されたものである｡ この小説はドラッカーの 『マネジメント：基本と原則』 [エッセ
ンシャル版] 上田淳生編訳, ダイヤモンド社, 2001 (以下, 『マネジメント』 と略｡ 原著：
Management : tasks, responsibilities, practices, published by the author, c 1973) を随所に引用し
ストーリーを組みたて, ダイヤモンド社から2009年12月に発行された, ドラッカーの 『マネ
ジメント』 を分かりやすく説明した, ビジネスにも有用な書との話題, 好評を生み, ベスト
セラーとなった｡ ｢オリコン2010年年間“本”ランキング BOOK総合｣14) (調査期間：2009
年11月23日～2010年11月21日) では, 期間内推定売上部数1,211,835部で１位であった｡
本論文は, ドラッカーのマネジメント理論を図書館経営理論に応用し, 新たな経営理論の
構築を図るものであるが, その第一歩として, 『もしドラ』 における 『マネジメント』 の適
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12) ピーター・ファーディナンド・ドラッカー (Peter Ferdinand Drucker, 1909年11月19日‐2005年11
月11日) ウイーン生まれ｡ 法学博士｡ アメリカ政府特別顧問, ニューヨーク大学教授, クレアモント
大学大学院教授を歴任｡ 大統領自由勲章を授与される｡ 1973年に 『Management』 を出版｡ ドラッカー
は自分自身を ｢私は 『社会生態学者』 だと思っている｡ ちょうど自然生態学者が生物の環境を研究す
るように, 私は, 人間によってつくられた人間の環境に関心をもつ｡｣ (P. F. ドラッカー 『すでに起
こった未来 変化を読む眼』 (原タイトル：The ecological vision.) 上田惇生 [ほか] 訳, ダイヤモン
ド社, 1994, p. 299.) と言っている｡
13) 岩崎夏海 『もし高校野球の女子マネージャーがドラッカーの 『マネジメント』 を読んだら』 ダイヤ
モンド社, 2009.
14) <http : //www.oricon.co.jp /entertainment / ranking /2010 /bookrank1201 / index02.html> [引用日：2011
429] ｢オリコン｣ は ｢オリジナル・コンテスト｣ の略表現｡
用, 応用をさらに図書館経営にあてはめようとする｡
発想の発端は, 筆者が大阪府下の政令指定都市立図書館に勤務する司書 (館長代理職) で
あることにある｡ また, 共同研究 ｢桃山学院大学における図書館情報学教育方法論の再検討｣
に加わったことにある｡ この共同研究 (２年間) は, 図書館法第５条第１項が改正した (平
成20年法律59号) ｢[大学における] 図書館に関する科目｣ の規定に基づく図書館法施行規則
第１章 ｢図書館に関する科目｣ (文科省令平成21年21号：新省令) に従って, 司書課程科目
の改定案を立案しようとするものである｡ 新省令内の必須科目 (11科目) の一つとして ｢図







み, 図書館運営などについての記述があり, さらにそこには PDCAサイクルによるマネジ
メントサイクルの概説が書かれた著作が存在する｡
しかし, 公共図書館の経営で, 彼の理論に取り組んでいる例がない｡ 業務関係の研修で講
義され, 受講機会があり, 理論習得がなされたとしても, 図書館経営の中に具体的に活用し
ている事例を聞かない｡ したがって, 筆者が 『マネジメント』 を図書館経営に直接とり入れ
るための道標を欠いている｡ そこで, 本論考は, ｢図書館とは何か｣ から始まる素朴な疑問
や, いくつかの事例を, 『もしドラ』 にならいつつ, ドラッカーの 『マネジメント』 を応用
し, 議論していく｡ さらに, 本共同研究の課題に関連して, 大学の司書課程そのもののマネ
ジメントについての考察を試みる｡
検討のための素材とするのは, は P. F. ドラッカー著, 上田惇生編訳 『マネジメント：基
本と原則』15) [エッセンシャル版] ダイヤモンド社, 2001 (原著：Management :： tasks,
responsibilities, practices, published by the author, c 1973.) および, 岩崎夏海著 『もし高校野
球の女子マネージャーがドラッカーの 『マネジメント』 を読んだら』 (ダイヤモンド社,
2009.) である｡
１. 図書館の目的は何か：マーケティング的考察
図書館が社会的機関としての組織であるとすれば, ドラッカーの言う ｢今日の社会, 経済,
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15) P. F. ドラッカー 『マネジメント 基本と原則 エッセンシャル版』 (原タイトル：Management.)
上田惇生編訳, ダイヤモンド社, 2001. これは, ピーター・F. ドラッカー 『マネジメント 課題・
責任・実践 (上・下)』 (原タイトル：Management.), 野田一夫, 村上恒夫監訳, 風間禎三郎 (ほか)
訳, ダイヤモンド社, 1974, の抄訳である｡
コミュニティの中心は, 技術でも, 情報でも, 生産性でもないということである｡ それは,
成果をあげるための社会的機関としての組織である｡ この組織に成果をあげさせるための道
具, 機能, 機関がマネジメントである｣16), という定義に則して, マネジメントを実践する
ことで, 成果をあげなければならない｡
図書館の目的が, 顧客によって決められるとすれば, 公共図書館にとって顧客とは何かを,
まず, 問わなければならない｡ 一般的に表現するならば, 公共図書館のサービス対象は住民
(以下, ｢市民｣ と表現) であるが, 果たして市民の属性が図書館の顧客と定義づけられるか,
確信できない｡ 図書館には, さまざまな種類のステークホルダーも存在する｡ たとえば, 地









される｡ たとえば, 年代別の情報要求, 職業別の情報要求, 生活レベルでの情報要求, 主に
政治・経済・社会を背景とした社会的情報要求, などである｡ また, 学校を顧客とした場合,
児童・生徒, 教師の情報要求がある｡
ここで 『もしドラ』 では, 野球部の顧客に, 高校野球に関わる全ての人, すなわち野球部
員をも含めている17)｡ 図書館に置き換えるならば, ｢図書館に関わる全ての人｣ ということ











16) ドラッカー前掲書 [15], p. 300.
17) 岩崎前掲書 [13], p. 5156.
18) ドラッカー前掲書 [15], p. 16.
ニケーションの場をも提供しており, ニーズがそこにシフトしている顧客も多いであろう｡




いる｡ 図書館も同じく, ｢公共図書館の自己点検評価｣19) に関連して, アンケート調査を実施
する自治体が増えており, 顧客の要求がどこにあるのかを探るためのデータとなる｡ 新たな
図書館サービスの構築を考える材料として, リサーチ会社によるアンケート調査および結果
分析を実施することもある｡ 顧客の欲求からスタートするためには, 顧客の声を集め, 分析
する必要がある｡ その結果, 事業を仕分けする必要も生じる｡
顧客の情報要求とその提供で思い出されるのが, やはりランガナタンの ｢図書館学の五法
則｣ であり, 顧客の満足は, そこに帰結するといっても過言ではない｡ それは, 図書館とは





専門家は, 個別に研究分野を持ち, 常に情報収集による知識形成と, 新たな仮説とその論
証が必要であり, 専門研究分野の発展に貢献しなければならない｡
専門知識形成の前提として, 司書課程新カリキュラムは, 専門性を形成するための科目内
容を組み込まなければならない｡ 前記, 桃山学院大学の共同研究20) で顕在化してきたことは,
① ｢情報リテラシー｣ 技術の習得, ②博物館・文書館の機能を理解し, それらと連携を図る
こと, ③情報技術 (基本的なネットワーク理論や情報科学を含む概念として) の習得, ④図
書館経営管理理論 (行政組織の仕組みや関係法令の理解を含む) の習得ということにポイン
トが絞られていたと考える｡







19) 図書館法第７条の３ ｢図書館は, 当該図書館の運営の状況について評価を行うとともに, その結果
に基づき図書館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない｡｣
20) 川千加, 小松泰信, 辻洋一郎 ほか ｢現在の図書館情報学教育に対する要請について考える｣ 『桃
山学院大学総合研究所紀要』 36(1), 109164, 2010.6.30.
る｣21) としている｡ ここでいう専門家と図書館における専門家とは, その母数の割合におい
て相違する｡ すなわち, ｢図書館事業の定義｣ によって表された属性を母数とするならば,
そのほぼ９割以上が図書館事業の成果に直接関係する司書という専門家集団である｡ 集団と
捉えてしまっていいかとなると正確さに欠ける｡ それは, 個々の司書には, それぞれ持って
いる知識, 専門分野の特性があるためである｡ 同じ司書であっても個別の専門分野を持つと
いえる｡ ドラッカーは, ｢専門家にとってはコミュニケーションが問題である｡ 自らのアウ
トプットが他の者のインプットとならないかぎり, 成果はあがらない｡ 専門家のアウトプッ
トとは知識であり情報である｣22) と指摘した｡ 専門家のアウトプットは内部と外部にわかれ
る｡ 同じ組織内であれば, OJTで, あるいは職場研修において, アウトプットされる｡ 同じ
く外部の図書館研修においても, アウトプットされる｡ アウトプットされた知識は他の司書




公共図書館は, 公的な組織である｡ ゆえに, 実施すべき事業計画があり, 予算の枠組みが




のは, 成果であって効率ではない｣23)｡ さらに, ｢公的機関の問題はなすべきことをしていな











21) ドラッカー前掲書 [15], p. 125.
22) ドラッカー前掲書 [15], p. 125.
23) ドラッカー前掲書 [15], p. 44.
24) ドラッカー前掲書 [15], p. 44.
４. ｢明確な目標を導き出す｣ には, どんな判断材料を用意すべきか
公共図書館は, 時代背景の動きを受けて, 時代ごとのサービス方針に変化がみられる｡ そ
のため, 現在の社会的要求から約５年先を見越したサービス方針の立案が望まれる｡ また,
縦軸として, 自治体の教育における基本計画を反映させる必要がある｡ 基本計画の趣旨に則
して, 図書館の重点施策が決められる｡ さらに, 文部科学省等の政策的な事業も基本計画に
反映される｡ たとえば, 『これからの図書館像 地域を支える情報拠点をめざして』25) の報告
や, その実践事例を集めた 『これからの図書館像 (実践事例集)』26), 貧困・困窮者支援をは
じめ具体的な地域の課題解決に資する取組として始まった 『｢図書館・公民館海援隊｣ プロ
ジェクト』27) 等, これらは, いろんな場面で常世田の言う ｢自己判断自己責任型社会の到
来｣28) による図書館の課題解決型サービスの展開に共通する施策であり事業である｡
社会的な変化, メディアの変化によって, 顧客の求める情報も変化してくる｡ 情報要求は,
既存の紙媒体資料に収まらなくなり, 電子書籍, 電子ジャーナル, ネットワーク資源にまで,
新たな要求が出てくることは容易に予測される｡ そうしたことから, 図書館として, 何がで
きるのか, しなければいけないのかを考えたとき, 既存のプラットフォームの資料の収集・






５. ｢我々の事業はどうあるべきか｣ を考え, イノベーションに取り組む
図書館の世界では, これまで幾度かイノベーションにあたるものがあった｡ たとえば, ラ
ンガナタンの ｢図書館学の五法則｣ は, 近代図書館の最初のイノベーションであったと言え
る｡ 資料を保存するものから, 求める読者に提供するものにするという理念は, 多くの人た
ちに知識を流通させ, 大量の知の再生産が可能とした｡ ニューヨーク公共図書館30) における
科学産業ビジネス図書館 (SIBL) のオープン (1996年)31) も, ビジネス支援, 電子情報の流
桃山学院大学総合研究所紀要 第38巻第１号118
25) これからの図書館の在り方検討協力者会議 『これからの図書館像 地域を支える情報拠点をめざし
て』 これからの図書館の在り方検討協力者会議, 2006.
26) <http: //www.mext.go.jp/a_menu/shougai / tosho/houkoku/06040715/001.pdf> [引用日：2011429]
27) <http : //www.mext.go.jp / a_menu /shougai /kaientai / 1288450.htm> [引用日：2011429]
28) 常世田良 ｢図書館は, これから｣ 『本は, これから』 池澤夏樹編, 岩波書店 (岩波新書-新赤版：
1280), 2010, p. 147.
29) 国立国会図書館の電子図書館のページ <http : //www.ndl.go.jp / jp /data /endl.html> [引用日：2011
429]
30) <http : //www.nypl.org /> [引用日：2011429]





のは, より大きくなる必要はないが, 常によりよくならなければならない｣32), とされてい
る｡ 人々は SIBLの提供するサービスに価値を見出し, SIBLを個人オフィスとして使い,
就職活動として使い, 研究室として使い, 様々な方法で使っている｡ さらに重要な点は, そ
のことが, 地域, さらにはアメリカの経済の底上げをしているということである｡ そして,
その経済的変化により, SIBLは運営資金を企業などから還元を受ける仕組みを作りだして
いる｡ まさに ｢イノベーションとは, 科学や技術そのものではなく価値である｡ 組織のなか




発となった｡ そして, ｢これからの図書館の在り方検討協力者会議｣36) による成果にもつながっ
ている｡
遡ってもうひとつ例を挙げると, ｢パイロット電子図書館システム実証実験｣37) も一つのイ









ンに目を向けると, 佐々木俊尚の 『電子書籍の衝撃 本はいかに崩壊し, いかに復活する
か』38) の発売は, 衝撃的であった｡ まず, 発売記念で電子版が2010年４月７日から約１週間,
図書館情報学教育のフィロソフィーの検討と教育サービスのあり方に関する再考 119
32) ドラッカー前掲書 [15], p. 142143.
33) ドラッカー前掲書 [15], p. 246247.
34) 菅谷明子 ｢進化するニューヨーク公共図書館 (ルポ)｣ 『中央公論』 114 (8) (通号1382) 中央公論
新社, 1999.8, p. 270281.
35) <http : //www.business-library.jp /> [引用日：2011429]
36) <http : //www.mext.go.jp / a_menu /shougai / tosho /1286473.htm> (平成20年度までの設置要綱・配付
資料・議事要旨等協力者会議) [引用日：2011429]
最新は<http : //www.mext.go.jp / b_menu /shingi / chousa / shougai / 019 / index.htm> [引用日：20114
29]
37) 藤原達也, 田屋裕之 ｢パイロット電子図書館システム実証実験について｣ 『ディジタル図書館』 5,
1995.11.27, p. 2932. <http : //www.tulips.tsukuba.ac.jp / limedio /dlam/M10 /M1000082 /4.pdf> [引用
日：2011429]
デジタルブック版 『電子書籍の衝撃』 を, 110円で販売キャンペーンを行い, そのアクセス
が殺到した｡ 本の内容も衝撃的であるが, この販売方法も, 既存の出版流通の形を破った方




から始まったグーグル・プリント (現在はグーグル・ブックス) であろう｡ アメリカにおけ
る著作権のフェアユースの考え方による, ｢ライブラリー・プロジェクト｣ では, ニューヨー
ク公共図書館, ハーバード大学図書館, スタンフォード大学図書館, ミシガン大学図書館,




アメリカは ｢プロジェクト・グーテンベルク｣39), 日本では ｢青空文庫｣40) が, テキストまた
は別のファイル形式で閲覧できるようになっており, これも資料のデジタル化に関連したイ
ノベーションと言える｡















38) 佐々木俊尚 『電子書籍の衝撃 本はいかに崩壊し, いかに復活するか』 ディスカヴァー・トゥエン
ティーワン, 2010.
39) <http : //www.gutenberg.org /wiki /Main_Page> [引用日：2011429]
40) <http : //www.aozora.gr.jp /> [引用日：2011429]
41) <http : // crd.ndl.go.jp / jp/public /> [引用日：2011429]
のような状況下で, 顧客としてみた学生の科目履修の満足度は, 目的から判断するとかなり
低くなる｡ この場合, 科目内容の付加価値を見ていくことにより, 違った角度から顧客の満
足を創造することができる｡ 本共同研究の ｢現在の図書館情報学教育に対する要請について
考える｣ の中の ｢Ⅰ 大学における図書館情報学教育のあり方についての検討｣ (藤間真)42)
のアンケート結果とその分析から, この課程を受けようとする学生の動機パターンが読み取
れる｡ そこから, 付加価値として考えられる要素が導き出される｡ 基本的には本が好きであ
るが, 図書館への就職を目的としている学生が少ない実態から, 何らかの形で本と関わりた
いという思考パターンが見えてくる｡ マーケティング結果では, 本は好きでも, あまり図書





トされる｡ これは, 大学の他の授業のレポート, 卒業論文作成等において, 非常に役立つ知





彼らは, 大学図書館あるいは, 専門図書館等, または教員として就職する目的を持っている
かもしれない｡ そこで, 彼らの欲求は, ある程度高度な図書館情報学の専門知識の習得であ
ると仮定する｡ 専門知識の習得のためには, 選択科目の履修あるいは図書館情報学のゼミに
よって, 顧客の満足度を上げることになる｡ またはその科目の内容によって, 新たな満足を
創造するイノベーションとなる｡
いずれのパターンであっても, 司書課程の履修により, 学生は卒業後, 成果として, 情報
探索技術に一定の知識を持ち, 情報ネットワーク社会においては, キャリア形成に役立つも
のとなる｡




42) 川 (ほか) 前掲書 [20], p. 112117
43) <http : // current.ndl.go.jp /node /17999> [引用日：2011429] カレントアウェアネス・ポータル
Posted 2011. 4. 14.
おわりに
本論文では, 本共同研究の趣旨にできるだけ外れないようにしつつ, 『もし高校野球の女
子マネージャーがドラッカーの 『マネジメント』 を読んだら』 から端を発して, ドラッカー
のマネジメント理論を, 図書館という組織, 機能に応用した場合について考察を試みた｡ し
かし, 本稿の 『５. ｢我々の事業はどうあるべきか｣ を考え, イノベーションに取り組む』
の章において記述した各事例の ｢顧客の欲求, 満足｣ に関しては, 時代的背景を明らかにし
ておらず, 具体的欲求及び結果満足の有無を明示しなかった｡ したがって, 本稿は, 図書館
経営への活用を最も意図した ｢イノベーション｣ に関して, 示唆できなかった｡ 本論文は,
『マネジメント』 の適用において, 現状改革のイノベーションに至りえず, 全体的に序論の
ようになってしまった｡ 本論文を端緒に, 今後も多くの事例収集を行い, マネジメント理論
の図書館情報学への応用を継続して論及していく考えである｡
＜参考文献＞
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ダイヤモンド社 (ドラッカー名著集： 2・3 ), 2006.
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11.6, p 2881.
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○ 学習者の視点で：公文式の学習は, 独自の教材に, 一人で取り組んで, いつも100点
を取りながら, 数学は計算力だけ, 外国語は英文解釈力だけ, 国語の読解力・読書力の自立
だけに限定して, 高等学校修了の水準をゴールとして進んでいく自習学習法であった｡






・ 数学は計算力だけ, 外国語は英文解釈力だけ, 国語の読解力・読書力の自立だけに限定











・＜ちょうど＞：｢難しすぎ｣ と ｢易しすぎ｣ の中間で, ｢もっとやりたくなる｣ 領域｡
∵ 脳の辺縁系における ｢快｣ 出力
・公文式で学習した生徒は, 確実に学校で教わる算数の学習内容を理解できるようになる｡
そして, さらに学校より先行して学習・理解を進めていけるようになるのである｡
(Shiba [1986] p. 309 和訳は引用者)











・江戸時代の手習塾 (寺子屋) の学習方法と原理的な点で変わるところがない｡ もとより個
別学習・自己学習の方法が貫かれており, まさに ｢滲み込み型｣ の学習にほかならないの
だ｡ (辻本 [1999] p. 193)
∵ 学校教育における ｢教え込み型｣ と対照的原理である｡
・公文式による反復練習は転移, 言い換えれば応用力をつけるという結論を引き出してもよ








∵ 認知科学の知見を貫く ｢新しい学習観｣, および ｢学習科学｣ と重なる｡
∵ ｢学習｣ の新しいパラダイムが漸く実用になる｡
桃山学院大学における図書館情報学教育方法論の再検討に関して
１. ｢学習｣ の新しいパラダイムが始まっている (例：ソーヤー [2009] 『学習科学ハンド
ブック』)｡
２. 対象が異なるが公文式はその先駆けの一例である｡
３. ｢新しい学習観｣ の導入では, 12年間以上にわたって刷り込まれた ｢無能｣ で ｢怠け
者｣ 観による変性を解放する過程が必要であろう｡ 留意点である｡
４. 脳の学習性についての３つの型, 正統的周辺参加について別途検討したい｡
(例：松本元, 小野武年 [2002] 『情と意の脳科学』, レイヴ, J, ウェンガー, E [1993]
『状況に埋め込まれた学習』)
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年12月22日公布即日施行) に伴い, 社会教育法・図書館法・博物館法の改正 (平成20年６月
11日公布即日施行一部平成22年４月１日より施行) が行なわれた｡
図書館法第５条 (平成22年４月１日施行) の基本的な考え方では, 地域社会の課題や情報





習の代替手段 (現役図書館員への資格付与のための講座) とみなされていた｡ しかし, 図書
館法の改正の方向性を示唆した, 文部科学省の報告書 (以下, 文科省報告) では大学教育の
一環とみなし, 司書養成教育の充実を重視したのである｡
たとえば, ｢大学における司書の養成として基礎となる教育を体系的に行う｡ (中略) 養成
段階から, 新しい図書館の在り方を理解できるようにする｣45) と明文化している点である｡
さらに, ｢図書館に関する科目を各大学の状況に応じて大学の卒業単位として認定するなど,
学生が受講しやすい配慮が望まれる｣46) と, カリキュラムの配慮を促している｡ そして, ｢目
的意識を持って学習意欲を継続できるよう, 変化しつつある社会や改革が進む図書館の状況






会. 2010, p. 677685.
45) これからの図書館の在り方検討協力者会議. 司書資格取得のための大学において履修すべき図書館
に関する科目の在り方について (報告). 2009.2, p. 2.
46) ibid. p. 8.
47) ibid. p. 4.
しかし, 図書館分野に限らず, 就職が厳しい現状にある｡ 図書館への就職が厳しい状況で
あることを踏まえたうえで, ｢公共図書館以外にも, 各種の図書館や行政機関, 企業, 民間
団体等の資料関係業務や調査・情報提供業務｣48) に必要な専門性を身につけていく人材養成
を大学教育の一環として行う点が, 従来とは異なる｡ 中島幸子は ｢大学の司書課程の存在感
は, 生涯学習機関としての図書館が果たす役割をこなす図書館員を養成するだけでなく, 高
度な情報社会を生きる生涯学習者を育成してこそ認識されると考える｣49) と述べている｡
一方, 図書館学教育研究においても近年, 新科目編成を念頭においた研究がみられる｡ こ





















48) ibid. p. 4.
49) 中島幸子. 図書館学教育研究グループ研究例会報告＜第137回研究例会＞Ａ大学司書課程新カリキュ
ラム編成のプロセス. 図書館界. v. 62. no. 5, 2011, p. 382383.
50) 平井歩実；二村健. 図書館法改正：その意味と問題点―司書課程リニューアルにおける新戦略―.
明星大学研究紀要―人文学部. 45, 2009, p. 5378.
51) 山本順一；川崎千加；小松泰信ほか. 桃山学院大学における図書館情報学教育方法論の再検討 現
在の図書館情報学教育に対する要請について考える. 桃山学院大学総合研究所紀要. v. 36. no. 1,
2010, p. 109164.
52) 前川和子；中道厚子；川原亜希世；横山桂. 司書課程における図書館実習の現状. 図書館界. v. 61.














書課程の位置づけを確認する｡ そのため, 司書課程における目指すゴール, 科目数, 受講生
数, 科目担当者など現状を把握する｡
2.1 Ａ大学図書館司書課程の目指すゴールと全学共通資格科目
Ａ大学では ｢仏教精神により人格識見高邁にして, 活動力ある人物の養成を目的とし, 世





の観点から教え, 学生自身が生涯学習者となるように, また, 図書館利用者が生涯学習者と




Ａ大学においては, 司書課程・司書教諭課程の科目は, ｢生涯学習概論｣ (専門基礎科目)
｢図書館概論｣ (専門コース科目) を含めて全学共通科目として発展科目選択に含まれている｡







の連携を科目の上でも図っている｡ 具体的には, ｢生涯学習概論｣ を３資格の課程で共有し
て開講している｡ また, ｢図書館概論｣ を社会教育主事課程と司書課程で共有している｡
2.4 現行開講科目と受講生延べ人数
2.4.1 現行開講科目の背景
Ａ大学の現行科目は, 必修26単位以上, 選択４単位以上計30単位以上となっている (表１
参照)｡ 30単位となっている背景には, ２点の理由がある｡ Ａ大学の単位数の設定と, 独自
の科目設定である｡
第１は, Ａ大学の単位数の設定についてである｡ Ａ大学ではセメスター制度を採用してい





























生涯学習概論 1 必修 生涯学習概論 2 必修 1 4 3
選択 生涯学習概論２ 2 選択 3 2 2
図書館概論 2 必修 図書館概論 2 必修 3 2 1
図書館経営論 1 必修 図書館経営論 2 必修 3 2 1
図書館サービス概論 2 必修 図書館サービス概論 2 必修 3 2 1
情報サービス概説 2 必修 情報サービス概説 2 必修 3 2 1
児童サービス論 1 必修 児童サービス論 2 必修 3 2 1
レファレンスサービス演習 1 必修 レファレンスサービス演習 2 必修 5 4 2
情報検索演習 1 必修 情報検索演習 2 必修 3 4 2
図書館資料論 2 必修 図書館資料論 2 必修 3 2 1
専門資料論 1 必修 専門資料論 2 必修 3 2 1
資料組織概説 2 必修 資料組織概説 2 必修 3 3 2
資料組織演習 2 必修 資料組織演習１ 2 必修 5 3 2






資料特論 1 資料特論 2 3 1 1
情報機器論 1 情報機器論 2 3 2 1




第２は, Ａ大学の現行科目では, 必修科目の ｢生涯学習概論｣ の他に, 選択科目として
｢生涯学習概論２｣ を設定している｡ また, ｢資料組織演習｣ (２単位) を, ｢資料組織演習１｣




いては91名である｡ しかし, 1.1 と 1.2 で示した状況, 理由から, 司書課程における受講生
登録延べ人数は春学期では2000名前後, 秋学期では, 1100名前後となる｡ また, 数値のみみ




＜科目名・登録人数＞ 2007春 2007秋 2008春 2008秋 2009春 2009秋 2010春 2010秋 2011春
図書館概論Ｈ 137 137 150 151 113 133 139 123 91
図書館経営論Ｈ 87 126 135 94 102 105 159 109 97
図書館サービス論Ｈ 172 38 134 54 141 62 178 119 168
情報サービス概説Ｈ 187 84 246 90 115 131 98 140 223
図書館資料論Ｈ 205 73 180 96 171 102 214 103 232
専門資料論Ｈ 90 125 155 121 95 85 140 115 130
資料組織概説Ｈａ 83  69  88  110  47
資料組織概説Ｈｂ 69  90  72  99  124
資料組織概説Ａ 54 80 58 63
図書館特論Ａ 102
児童サービス論Ｈ 155 83 140 72 168 78 173 102 149
図書及び図書館史Ｈ 156  157  152  109  202
資料特論Ｈ 104  156  108  73  101
情報機器論Ｈ 48 81 58 74 44 49 86 77 114
レファレンスサービス演習Ｈａ 46 100 51 76 63 46 57 41 47
レファレンスサービス演習Ｈｂ 25 24 28 25 38 29 30 18 39
資料組織演習２Ｈ 64 46 53 43 92 57 57 32 67
資料組織演習１Ｈａ 86 14 70 13 65 15 55 27 48
資料組織演習１Ｈｂ 22 73 36 68 32 59 67 48 83
情報検索演習Ｈａ 52 37 41 36 42 35 33 34 45
情報検索演習Ｈｂ 45 39 51 44 36 32 41 30 47
登録延べ人数の推移１ 1833 1134 2000 1137 1737 1076 1918 1283 2054
＊登録延べ人数には ｢生涯学習概論｣ ｢生涯学習概論２｣ は含めていない｡
表３. Ａ大学通信教育課程 司書課程・司書教諭課程履修登録者数の推移
大学／年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 累計
司書課程 90名 102名 94名 62名 68名 50名 466名
司書教諭 85名 58名 43名 42名 41名 33名 301名













分析した結果, ５つの特性が挙げられた｡ ① ｢情報｣ に関連した講義・演習形態の増加,




今回の省令科目の特徴として, ｢情報｣ を前面に出しており, プログラム内容をみると
｢演習｣ ｢講義・演習｣ 形態が増加している｡ 具体的には ｢図書館情報技術論｣ ｢情報サービ
ス論｣ ｢情報サービス演習｣ ｢情報資源組織演習｣ ｢図書館総合演習｣ などである｡ また, 上
記の科目に加えて, ｢児童サービス論｣ においては, ｢講義・演習｣ としておはなしなどの実
演も予定されている｡ この省令科目は, 文科省報告が指摘した従来の司書課程の問題点56) を
含めて検討した結果である｡
桃山学院大学総合研究所紀要 第38巻第１号130
54) これからの図書館の在り方検討協力者会議. op.cit. 45.
55) 日本図書館協会. 第96回全国図書館大会 (奈良大会) 第10分科会：図書館学教育. 法令科目と新科
目の内容等対照表. 2010年９月17日.
56) ｢これからの図書館の在り方検討協力者会議｣ の座長, 薬袋秀樹氏が従来の司書課程において指摘
した問題点は以下の通り｡ ｢1.様々な形で開講され全体が見えない, 2.実務的な内容に傾いている, 3.
図書館全体をとらえる観点が弱い, 個別科目の関係が弱い, 4.図書館の意義, 必要性を説明する部分
が弱い, 5.地方公共団体, 法律などの関係が弱い, 6.コンピューター技術を専門に学ぶ部分がない,
演習がない, 7.図書館サービス, 図書館運営に関する演習がない, 8.必修科目と選択科目があり, 図
書館史を学ぶ機会がないまま終わることがある, 9.図書館実習が必要である｣ 以上, 平井歩実・二村
健. 図書館法改正：その意味と問題点―司書課程リニューアルにおける新戦略―. 明星大学研究紀要
―人文学部. 45, 2009, p. 5378を参照.
3.2.2 資質の向上に向けた講義プログラム
図書館員候補者に必要なスキルとして, ｢図書館情報技術論｣ ｢図書館情報資源論｣ ｢情報
資源組織論｣ ｢情報資源組織演習｣ がある｡ とくに, ｢情報資源組織演習｣ では, 資料の組織





文科省では, 講義：１単位15時間, 演習１単位15～30時間, 実習：１単位3045時間と設
定している｡ たとえば, 情報資源組織演習では２単位となっているが, 演習科目と設定され
ているため, 60時間が見込まれている｡ 表４で示した ｢情報資源組織演習｣ の内容量を考え
ると, ｢情報資源組織演習１｣ ｢情報資源組織演習２｣ と分けて, 春・秋を通した科目設定が








新省令科目の選択科目の１つとして, 図書館実習が取り上げられた理由に, ｢実習は, 地
域の様々な利用者と接し, 多様なサービスを提供することが求められる公立図書館業務の実
態を知り, 学生自らが司書としての適性を考えるための効果的な機会である｣59) と, 捉えた




書誌データ作成の実際, 主題分析と分類作業の実際, 主題分析と統制語彙適用の実際, 集中化・
共同化による書誌データ作成の実際, 書誌データ管理・検索システムの構築, ネットワーク情報
資源のメタデータ作成の実際
57) これからの図書館の在り方検討協力者会議. op.cit. 45. p. 7.
58) 前川和子ほか. op.cit. 52.
59) これからの図書館の在り方検討協力者会議. op.cit. 45. p. 7.
図書館実習が行える館種を原則として公立図書館に限定している点については, 司書課程を




ましい｣ と, 選択科目にした理由を述べている｡ しかし, 必修科目でないが故に, 『図書館
実習』 を開講することに躊躇する大学もあるのではないか｡
3.2.5. 大学の特色を活かした選択科目
文科省報告では, (４) 選択科目の扱いに, ｢大学の創意・工夫で講義や演習形式により柔
軟に構成できるよう｣60) あるいは, ｢各大学の特色を活かした内容によって構成し, 多数の科
目が開講されることが望ましい｣61) との記述がある｡
Ａ大学は, 2.4 でも述べたように, 仏教精神に根ざした人間教育を展開している｡ 図書館
情報学の領域で ｢世界文化の向上, 人類福祉の増進に貢献する｣ 人材の養成を考えることが,
Ａ大学の特色を活かした科目にもつながる｡




Ａ大学では, 科目編成を行ううえで, 新科目編成作業を教職員に周知するため, 2010年７
月に学科会議にて編成工程表を教員に配布している (図１参照)｡ 併せて, 通学課程, 通信
教育課程担当の課長にも配布している｡
そして, 新科目編成に係る打ち合わせを2010年６月に２回, 2011年２月, ３月, ４月に各
１回重ねながら, 司書課程の新科目編成案を７回練り直し, 作成した｡ 打ち合わせに関与し




課程, 通信課程において見直し検討がなされた｡ そして, 2011年７月11日に通学課程, 通信
課程の担当課長より再度, 説明と提案がなされている｡ 提案された単位数は通学課程におい
ては28単位, 通信課程においては26単位である｡ これらの提案されたカリキュラムの大枠は

















Ａ大学カリキュラム編成に伴う, 図書館司書課程カリキュラム編成 (通学部・通信教育学部の場合) シミュレー
ション)
2010 2011 2012






















































































































































































① 現行科目 ｢図書館特論：障害者サービス｣ ？ Ａ大学
｢心をつなぐ縁｣ を具現化した科目
② 図書館司書課程の関連科目履修と並行して受験できる
検定試験 ｢情報検索｣ ？ ｢情報検索基礎能力試験｣
科目全般？ ｢図書館情報学検定試験｣
③ 2008年～2009年度 図書館関連就職先 (派遣含む)









しかし, 30単位→24単位 単位数を減らす場合は, 単
位の読み替えをどうするか
4.1.1 第１案と第２案：24単位に向けた科目編成
第１案では, 現行科目は30単位であるが, 現行の科目を維持しながら, 24単位に向けた科
目編成を試みている｡
① 現行演習科目の ｢レファレンスサービス演習｣ と ｢情報検索演習｣ は各２単位で構成
されていた｡ 新科目案では ｢情報サービス演習１｣ と ｢情報サービス演習２｣ として,
各１単位とする｡
② 現行科目の ｢図書館資料論｣ と ｢専門資料論｣ (各２単位) を統合する｡ 新科目案で
は ｢図書館情報資源概論｣ として２単位とする｡
③ 現行演習科目の ｢資料組織演習１｣ と ｢資料組織演習２｣ は各２単位で構成されてい
た｡ 新科目案では ｢情報資源組織演習１｣ と ｢情報資源組織演習２｣ として, 各１単位
とする｡
④ 現行科目における選択科目では ｢図書および図書館史｣, ｢資料特論｣, ｢情報機器論｣,
｢図書館特論｣ はそれぞれ各２単位であった｡ 新科目, 選択科目Ａ類 ｢図書館史・図書
館情報資源特論｣, 選択科目Ｂ類 ｢図書館サービス特論・図書館施設論｣, 選択科目Ｃ類
｢図書館総合演習｣, 選択科目Ｄ類 ｢図書館基礎特論・図書館実習｣ 各２単位とする｡ 第




























生涯学習概論 2 生涯学習概論 2 生涯学習概論 2 生涯学習概論 2 生涯学習概論 2 生涯学習概論 2
図書館概論 2 図書館概論 2 図書館概論 2 図書館概論 2 図書館概論 2 図書館概論 2
図書館情報技術論 2 図書館情報技術論 2 図書館情報技術論 2 図書館情報技術論 2 図書館情報技術論 2 図書館情報技術論 2
図書館制度・経営論 2 図書館制度・経営論 2 図書館制度・経営論 2 図書館制度・経営論 2 図書館制度・経営論 2 図書館制度・経営論 2
図書館サービス概論 2 図書館サービス概論 2 図書館サービス概論 2 図書館サービス概論 2 図書館サービス概論 2 図書館サービス概論 2
情報サービス論 2 情報サービス論 2 情報サービス論 2 情報サービス論 2 情報サービス論 2 情報サービス論 2
児童サービス論 2 児童サービス論 2 児童サービス論 2 児童サービス論 2 児童サービス論 2 児童サービス論 2
情報サービス演習１ 1 情報サービス演習１ 1 情報サービス演習１ 1
情報サービス演習 2 情報サービス演習 2
情報サービス演習１ 2
情報サービス演習２ 1 情報サービス演習２ 1 情報サービス演習２ 1 情報サービス演習２ 2
図書館情報資源概論 2 図書館情報資源概論 2 図書館情報資源概論 2 図書館情報資源概論 2 図書館情報資源概論 2 図書館情報資源概論 2
情報資源組織論 2 情報資源組織論 2 情報資源組織論 2 情報資源組織論 2 情報資源組織論 2 情報資源組織論 2
情報資源組織演習１ 1




情報資源組織演習２ 1 情報資源組織演習２ 1 情報資源組織演習２ 2










特論 1 図書館情報資源特論 2










特論 1 図書館サービス特論 2
Ｃ類 図書館基礎特論 1 Ｃ類 図書館基礎特論 1 Ｃ類 図書館基礎特論 1 Ｃ類 図書館基礎特論 1 Ｃ類 図書館基礎特論 1
Ｃ類 図書館総合演習 1 Ｃ類 図書館総合演習 1 Ｃ類 図書館総合演習 1 Ｃ類 図書館総合演習 1 Ｃ類 図書館総合演習 1 図書館総合演習 2
Ｄ類 図書館基礎特論 1 Ｄ類 図書館基礎特論 1 Ｄ類 図書館基礎特論 1 Ｄ類 図書館基礎特論 1 Ｄ類 図書館基礎特論 1 図書館基礎特論 1





⑤ また, Ｃ類については, 卒業論文演習も想定しているため, 教育学部を対象としてい
る｡
第１案と第２案について, 中島幸子は ｢単位の数え方が変更するだけで, 実際の授業時間




4.1.2 第３案と第４案：｢情報資源組織演習｣ の統合と選択科目Ｃ類 ｢卒業論文演習１｣
第３案と第４案で提案されている必修と選択科目の一覧は共通である｡ 演習科目において
は, 第１案, 第２案では ｢情報資源組織演習｣ について ｢情報資源組織演習１｣ と ｢情報資




Ｃ類については ｢卒業論文演習１｣ と提案した｡ Ｄ類 ｢図書館基礎特論・図書館実習｣ につ
いては, 人数制限を設け, 時期は２月で期間は２週間, ｢情報資源組織演習｣ の１, ２ ｢情
報資源組織演習｣ の修得を条件としている｡
しかし, 選択科目の扱いについては開講形態が異なる｡ 第３案は, 第１回目の打ち合わせ
を踏まえてＡ類, Ｂ類は隔年開講と設定している｡ 一方, 第４案は, 選択科目のＡ類からＤ
類の内, 最低１科目を選択としている｡
第１回の打ち合わせでは, 新科目の提案が主であった｡ しかし, ｢図書館総合演習｣ を
｢卒業論文演習１｣ とすることについては却下されている｡
4.1.3 第５案選択科目Ｃ類 ｢学校図書館・大学図書館｣
２回目の打ち合わせ (2011年１月19日) に向けて第４案を基に, 第５案を作成している｡
第５案では, 第４案と科目内容は同じである｡ しかし, 選択科目Ｃ類 ｢図書館総合演習｣
の内容を変更している｡ Ａ大学で行われている ｢教育体験実習｣ という科目を土台に新たに
学外授業 (学校図書館・大学図書館) を想定している｡
Ｃ類の前準備として, 図書館司書課程担当者は, 学校図書館において, 2011年１月に, 京
都市教育委員会の専門主事 (向井純子氏) を通して受け入れ３校を開拓している｡ 小学校１
校と中学校２校である｡ また, 2011年度の２月から, 学生５名が短期であるが, 学校図書館
ボランティアとして, 各学校図書館に関わっている｡ 2011年５月現在では, ２名の学生が小
図書館情報学教育のフィロソフィーの検討と教育サービスのあり方に関する再考 135











この指摘を踏まえて, 図書館司書課程担当者は再度, なぜ, ｢情報資源組織演習｣ を演習
１と２に分ける必要があるかを説明した文書を作成している (本稿 ｢３. 科目編成に係る条
件と文部科学省の省令科目の特性｣ 参照)｡ ｢情報資源組織演習｣ で提示されている講義内容
を踏まえて, ｢情報資源組織演習１｣ では基礎編, ｢情報資源組織演習２｣ では, 応用編の扱
いとしている｡
ただし, 演習科目が増えることは24単位を超えるため, 文部科学省で示している講義内容
から検討し, ｢情報サービス演習１｣ と ｢情報サービス演習２｣ を統合案としている｡
しかし, 予定されていた２回目の打ち合わせ (2011年１月19日) は延期となり, 日程を調
整したうえで, 2011年２月28日に行われている｡ 第２回の打ち合わせでは, 選択科目の扱い
についてはＡ類からＤ類のユニット制については合意が得られている｡
4.1.5 第７案：｢情報資源組織演習｣・｢図書館実習｣ の扱い
第３回目の打ち合わせ (2011年３月23日) では, ｢情報資源組織演習｣・｢図書館実習｣ の
取扱いが検討事項の焦点となっている｡ 特に, 第７案で焦点となったのは, 演習科目の単位
数の扱いについてである｡ Ａ大学では, セメスター制度のため, 現行科目の ｢資料組織演習
１｣ と ｢資料組織演習２｣ では, 各２単位となっている｡ つまり, １単位設定は認められて
いない｡
これらの状況を踏まえて, 第６案では ｢情報資源組織演習｣ を科目内容の程度で基礎編と
応用編に区分していた｡ しかし, 第３回目の検討の結果, 第７案では通学課程においては
｢情報資源組織演習１｣ を必修科目に, ｢情報資源組織演習２｣ を選択科目Ｃ類の設定となる｡






位数の読み替えの整合性について, 見直し検討がなされている｡ そして, 2011年７月11日に
通学課程, 通信課程より最終提案がなされた｡ 提案内容は第１案にほぼ近い形であり, 変更
点は, ４点ある｡
① 通学課程・通信課程ともに ｢レファレンスサービス演習｣, ｢情報検索演習｣ それぞれの
科目を ｢情報サービス演習１｣・｢情報サービス演習２｣ という形で分化する｡
② 通学課程においては, 選択科目はユニット制を廃して, 選択科目の単位数を各２単位と
する｡ ただし, ｢図書館基礎特論｣ ｢図書館実習｣ の科目については各１単位として, この２
科目についてはユニットとする｡ なお, ｢図書館施設論｣ は閉講とする｡
③ 通信課程においては, ｢図書・図書館史｣, ｢図書館情報資源特論｣, それぞれ１単位とし,
２科目を必修とする｡
④ 単位数をほぼ現行の単位数と同程度 (通学：28～30単位, 通信：26単位) にする点であ
る｡ 以下, 最終案に基づいたＡ大学における新科目の方向性について述べる｡
4.2.1 対象者と単位数
2012年度１回生を対象者として, 新科目案を実施する (実質的には2013年)｡ 2011年度入
学の１回生は, 現行科目を適用する｡
単位数は通学課程では28単位 (必修26単位プラス選択２科目２単位以上) 通信教育課程は
26単位 (必修24単位プラス選択２単位) である (＊現行は, 通学課程30単位, 通信教育課程
23単位)｡
4.2.2 必修演習科目の扱い
必修演習科目の扱いでは, 現行科目では, ｢レファレンスサービス演習｣ (２単位) と ｢情
報検索演習｣ (２単位) は独立した科目である｡ しかし, 省令科目では ｢レファレンスサー
ビス演習｣ と ｢情報検索演習｣ を統合した新科目として, ｢情報サービス演習｣ を設定して





レファレンスサービス演習 2 必修 情報サービス演習１ 基礎 2
情報検索演習 2 必修 情報サービス演習２ 応用 2
資料組織演習１ 分類 2 必修 情報資源組織演習１ 基礎 2
資料組織演習２ 目録 2 必修 情報資源組織演習２ 応用 2
｢情報サービス演習｣ を ｢情報サービス演習１｣ 基礎編 (２単位) と ｢情報サービス演習２｣
応用編 (２単位) に区分している｡
同様に, 資料組織演習では, これまで ｢資料組織演習１｣ を分類編 (２単位), ｢資料組織
演習２｣ を目録編 (２単位) と区分していた｡ しかし, 省令科目では書誌データ管理・検索
システムの構築, ネットワーク情報資源のメタデータ作成の演習を想定している｡ このため,
同科目においても学習内容の理解度を重視し ｢情報資源組織演習１｣ 基礎編 (２単位) と
｢情報資源組織演習２｣ 応用編 (２単位) と区分している (表６参照)｡ なお, 通信教育課程
において, 演習科目はスクーリング対応としている｡
一方, 通信教育課程における ｢図書・図書館史｣, ｢図書館情報資源特論｣ それぞれ１単位
とし, この２科目を必修とする｡ ｢図書館サービス特論｣, ｢図書館施設論｣, ｢図書館基礎特
論｣, ｢図書館総合演習｣, ｢図書館実習｣ は閉講扱いとする｡
4.2.3 選択科目の扱い
 選択科目の単位数
選択科目は, それぞれが１単位である｡ 文部科学省では, ７科目から２科目を選択として,
最低２単位を履修することとしている｡ Ａ大学では, 4.2 で前述したように, 通学課程にお
いて選択科目の単位数を各２単位とする｡ ただし, ｢図書館基礎特論｣ ｢図書館実習｣ の科目




を行う｡ Ａ大学には, 社会福祉学部の発展科目ともなりえる｡ また, Ａ大学の目指す ｢人間
教育｣・｢社会に貢献できる人材の養成｣ に合致した科目と成りえよう｡
 ｢図書館総合演習｣
｢図書館総合演習｣ では, ｢大学図書館｣ ｢学校図書館｣ ｢障害者サービス｣ ｢多文化サービ
ス｣ などをキーワードに, 学生の興味にもとづいたトピックの情報探索, 講読, 見学, 討議,
論文作成を通して, 図書館に対する視野の広がりや主体的な学びを獲得させる｡
 図書館実習
Ａ大学では, 通学課程のみ, 選択科目の扱いではあるが, ｢図書館実習｣ を開講する
(2015年より予定)｡ これは, 図書館実習を通して, 図書館員候補者としての資質を問うため
である｡ 実際に２回生の時にインターシップを体験した学生の図書館に対する意識は高い｡
ただし, インターシップは, 図書館業務をすべて網羅しているとは言い難い｡ また, 学生に
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安易な気持ちで, 図書館実習に臨んで欲しくはないことから, 図書館実習を条件つきで, 開
講する｡






2011年度入学の１回生までは, 現行科目を存置して, 新科目と並行させる｡ ただし, 読み
替え表に基づいて, 科目の読み替えは可能である｡ たとえば, ｢図書館資料論｣ (２単位・必
修) が ｢図書館情報資源概論｣ (必修科目２単位) へ読み替え可能である｡ ｢専門資料論｣
(２単位・必修) は, ｢図書館情報資源特論｣ (選択科目２単位) へと読み替えが可能である｡
以上が, Ａ大学における新科目編成の方向性である｡ Ａ大学の状況を踏まえての結果では




教職員との連携, ④司書課程・司書教諭課程に係る FD, ⑤講義を行ううえでの環境整備の
充実, ⑥専任職員の配置である｡ 以下, 詳細について述べる｡
5.1 新科目のプログラム内容に即した教員の配置





状である｡ この背景には, ２つの理由がある｡ 第１に, 専任が１名である (2011年５月現在)
こと｡ 専任教員は学部に所属しているため, 通学課程の３回生, ４回生のゼミを受け持つ｡
また, 通信教育課程の最終テストの採点, スクーリングを含めた科目を受け持つ｡ このよう
な事情により, 担当する司書課程・司書教諭課程の科目数が前期・後期それぞれ３～４科目
と限定されてくる｡





また, 新省令科目では前述したように, 従来の科目内容と異なり, 新規の内容プログラム







成では, 通学課程の場合, 教育学部教務主任, 教育学科教務担当, 教務課長, 司書課程担当,
そして, 通信教育課程の場合, 教育学部通信教育教務主任, 教育学科通信教育教務担当, 学
務課長, 司書課程担当がかかわっている｡ この他にも, 教員の担当する曜日変更, 教務連絡




連絡・相談は必要となる｡ そのため, 科目担当者のみならず, 大学教職員へもメーリングリ




相互に関連があるのが特徴である｡ この点は新科目においても, 同様である｡ また, FDに
関して, 科目は異なるが, 講義に際しての100名～200名を超える受講生への教授方法の工夫
などは共通である｡
そのため, 5.2 の科目担当者間の共通認識とも重なるが, 日程の都合があう科目担当者を
対象に, 教務連絡会 (５月) や情報交換会 (３月) を行う｡ 教務連絡会では, 講義での悩み,
対処や工夫, グループによる共同学習など教授法について話し合う｡ 情報交換会では, e-
learningの講習も含めて, シラバス教材について参加者間で話し合う方法をとっている｡ な
お, フィードバックはメーリングリストを活用している｡
また, 2010年度は FD関連の資料や研修報告については, メーリングリストを通して伝え






ビス論｣ ｢情報サービス演習｣ ｢図書館情報技術論｣ ｢図書館情報資源概論｣ ｢情報資源組織論｣
｢情報資源組織演習｣ など, これまでのプログラムの内容の変更に伴い, PCルームの活用
が求められること｡ また, 非常勤講師においてもデータベース演習など IDやパスワードの
取得が必要不可欠である｡
さらに, ｢情報資源組織論｣ ｢情報資源組織演習｣ では, 基本教材として ｢日本十進分類法｣
のほか, ｢基本件名標目表｣ ｢日本目録規則｣ が必要である｡ ｢基本件名標目表｣ については,
Ａ大学教務課の理解により, 2012年度用として20部用意された｡ 今後も段階的に ｢基本件名
標目表｣ ｢日本目録規則｣ など基本教材の充実, また, PC関連など物理的な環境の対応を
整えていく必要がある｡ そのためには, 司書課程の内容や存在意義について理解を図るため


















63) 文部科学省生涯学習政策局社会教育課. 文部科学省改正司書養成科目に関する Q&A (平成21年７
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This paper is a collective work resulted from the joint research project of the St. Andrew’s
University’s Research Institute, which had been studied from April, 2009 to March, 2011,
regarding to ‘Reviewing the Methodology of Library and Information Science Education in St.
Andrew’s University’. The project team was constituted of 12 members. Nine members wrote
this paper.
Professor Chika KAWASAKI discussed on information literacy instruction within Japanese
librarian-training courses. Professor Yasunobu KOMATSU recommended the utilization of
learning management systems based on his own experiences. Professor Youichiro TSUJI
introduced the present use of his University’s students from the result of his questionnaire
research. Professor Makoto TOHMA told about his practice of teaching a class named ‘Special
Topics on Librarianship’. Mr. Masayuki HIOKI, having worked at the National Diet Library, said
his unique opinion gained from the research project activities. Mr. Junichi YANE, professional
librarian of the City Library of Sakai, considered about general library management on reading a
bestseller fiction, If a Highschool-student Girl-manager Reads P. F. Drucker’s Management. Mr.
Katsuo OKITA, formerly working at Kumon Educational Ltd., now parttime lecturer of the
Bukkyo University, summarized the strong points of Kumon-educational method. And, at last,
Professor Hiroyo MATSUDO introduced and reviewed a university’s complex process of making
new librarian-training course and its courseware.
